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通信およびコンピュータなどの情報技術の革新が進展すると同時に,これまで日本社会の経

済活動を規制してきた諸制度の見直しが進行している.さらに,円高とアジア諸国の経済成長

に伴って,製造業のみならず金融 ･流通関連や運輸業などのサービス産業でも海外進出が続い

ている.こうした変化は,国内産業の再編成をもたらし,流通業では価格破壊が進展して,人々

の購買心理が変化している.日本の産業構造は変わりつつある.人口の高齢化が今後一層進行

し,長期的には社会システムの全般にわたる変更が求められている.

また,･少しずつ進められてきた地方制度改革を一層促進するために地方分権推進法が成立し,

地方制度の改革が強く主張されるようになってきた.政治と経済の間には密接な相互干渉があ

るが,今後日本の成熟化した地域経済の運営を考える際には,経済ばかりでなく,政治,社会,

文化などの領域を含む複合的考察がますます重要になるだろう.

地域経済は技術革新,とりわけ交通および通信技術の革新と経済活動の枠組みを規定する制

度改革によって変化するが,国民経済の主要な構成要素である大都市圏をどのように再編成し

て行くべきだろうか.こうした考察のために,本稿では都市 ･地域経済の基盤である産業活動

と大都市圏に住む人々の生活との関係をどのように把握し,将来の2者の関係をどのように構

想すべきなのかについての準備的な検討を試みよう.すなわち,本稿の目的は地域経済の考察

では従来はあまり注目されてこなかった生活者と地域の産業活動との関連について,論点の整

理を試みることである.

地域の産業活動と市民生活に関する研究は他の分野ばかりでなく経済地理学でもそれほど多

くはない.東京圏の地域整備に関連して,北村 (1986)は業務機能ではなく,消費生活に必要

〔キーワー ド〕 地域労働市場,地域消費市場,産業構造,地域構造,大都市圏,大阪曙,
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な財とサービスを提供する産業集積としての生活核を分散すべきであると指摘した.また,中

柿 (1989)は東京都区部における高齢単身者世帯,若年単身者世帯,それから外国人居住の増

加を指摘し,中林 ･矢野 (1994)は東京大都市圏人口の高齢化を分析した.人々の生活行動に

っいては,荒井 (1985,1992a,b,C)の一連の研究や川口･神谷 (1991)などによって,人々

の日常生活の実態を把握するミクロレベルの行動論的な分析がある. ミクロレベルの行動論的

分析は都市 ･地域政策立案の基礎となる実態把握のために重要である.しかし,もういっぽう

では地域で就労し生活する人々の生活のあり方を基礎から考察するために,地域の産業および

経済構造と市民生活との連関をみるべきだろう.

そこで,大阪大都市圏 (以下,大阪圏)を前提としながら,大都市圏の産要構造と市民生活

との関連を考えみよう.しかしながら,ひとくちに産業構造といってもそのとらえかたは多様

である.典型的には産業を第1次,第2次,第3次産業に分類する分け方力泳 ㌃ (篠轟 き由.

だがそればかりでなく, 1産業部門内の寡占,複占,独占などの市場形態や参入障壁,さらに

合名会社や株式会社などの企業形態などを産業構造の中に含める場合もある (新野1992).こ

うした多様に連関する産業活動と市民生活との結び付きを明らかにするために,ここでは両者

をっなぐ接点としての市場に注目してみよう.

Ⅱ 地域労働市場に関する検討

1地域労働市場輪の展開

市民生活という言葉の内容を考えてみると,それは労働力の維持と次世代の育成のための消費

活動ばかりでなくレジャーや社会的活動を含む広範な意味をもっている.多様な活動内容を含

む市民生活と産業との関連をみる場合には,第1,2,3次産業という狭義の産業構造との連関

のみからとらえようとしても,連関する複雑な生活体系の全体を充分には把握できない.上記

の新野 (1992)の定義の内で,企業形態の部分は市民生活には直接的には深い関係にはないが,

市民生活ともかなり大きな影響を持っのが市場構造である.産業構造と市民生活の関連を詳し

くみようとすると,狭義の産業構造のみでなく企業と生活との接点である市場に注目すべきだ

ろう.この課題を市民生活の側から検討するとすれば,市場機構の中ではとりあえず労働市場

と消費市場が検討の対象となろう.市場に対する関心は,複雑な経済過程に足を踏み入れるこ

とをより明白に経済地理学に要請する代りに,ともすると静態的な分布論に陥りやすい考察方

法から脱して,動態的検討への糸口となろう.

国際経済学者のP.クルーグマン (1994)は,産業立地分析に関 して経済地理学が市場構造

に関するさまざまの問題を無視し,理念上の市場圏についての幾何学的考察や市場と資源を所

与とした時の最適な施設配置などの研究に熱中している,と嘩べた.この批判は,現代的市場

に対する注意を経済地理学に喚起したが,批判が必ずしも全て当たっているわけではない.例
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えば,クリスタラーの中心地理論については,この理論が工業化し都市化した地域には当ては

まらないとの認識は一般的であり,19世紀前半の南 ドイツの工業化段階を前提にした理論を,

現代の市場構造にどのように応用することが出来るのかという点で模索が続いているというべ

きだろう (富田1991).この点,クリスタラー自身は,理念上の市場圏を ｢静態的諸過程｣の

部分で検討した後で,それを動態化するための方法を検討した.そこでは,本稿で考えようと

する地域労働市場と同様の内容についてすでに検討しており,労働供給と賃金水準という2要

素を考慮しっっ労働需要と供給のバランスおよび労働市場の成立地点について理論的に考察し

た (クリスタラ- 1969).

経済地理学分野の地域労働市場論に関連する展望論文としてはPeck(1989)の考察があり,

彼はアメリカの1970年代を中心に展開した分断的労働市場 (Segmentedlabourmarket)の

理論を参考にしながら,欧米の労働市場が職種別に分断されていることに注目した.そして,

D･ハーベイを批判的に検討しつつ,同じ地点に集中する労働者が必ずしも労働市場で競合す

るわけではないという欧米都市圏の地域労働市場の特徴を指摘 した(1). もっとも, 日本では

強固な企業主義と企業別組合の形成によって,企業の枠を越えた労働者の職種毎の組織化がア

メリカほどには進展しなかった.またPeckは同時に,地域経済圏の広がりを規定する指標と

してもしばしば用いられる通勤圏という指標の唆昧さを指摘した.日本でも通勤圏の広がりが

都市圏の範囲を確定する際などには有力な指標として使用されている.通勤圏の広がりは職業

や就業形態とも密接に関連しているが,日本でもパート労働など従来の雇用関係とは異なる雇

用形態が増えつつあり,通勤圏については再検討されて串い.

わが国でも地域労働市場論があるが,これは主に農村地域の農業労働力がその他の部門へ就

業する契機や過程を検討する.三好 (1975)は,｢地域｣労働市場の拡大は地域開発の基幹を

なす建設工事にともなって起ったものであり,建設工事の経過的過程としての市場拡大であっ

たので,不安定な市場特性を持っていたと指摘した.このような就業の不安定性に着目した実

証分析には,江口 (1982),中山 (1982)がある.これらに対して地域労働市場の概念を検討

したのが木村 (1985)で,地域労働市場の基本的特徴として次の点を指摘した.すなわち,①

国民的労働市場のうちの特殊な労働市場であること,②多数の過剰人口を包摂した労働市場で

あること,③農家経済と結合した労働力再生産が行われていることである.そして,田代 (19

78)と伍賀 (1980)の2論文を議論の素材として取り上げて,地域労働市場に関する2つの異

なる見解を検討した.前者の議論は農民層分解論を基礎としたものであり,農民層分解の現段

階によって規定される低賃金市場であるという.他方の後者については,地域労働市場を現代

の不安定な就業形態のひとっとして位置づけていると規定した.その他にも地域労働市場をめ

ぐってさまざまな検討がなされているが,上記の伍賀 (1980)は,地域労働市場の2つの典型

(1)分断的労働市場に関する議論の概要は尾高 (1980)を参照のこと.
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例を,臨海部に立地した装置系工業によって需要される社外工などの職種をめぐる労働力の調

達と農村工業とに求めている(2).

こうした典型例に対して,生田 (1994)は大阪都市圏の周辺部に位置する滋賀県を事例とし

て,工業化の進展に伴う地域労働市場の拡大と変化を検討した.電気関連などの機械系工場が

大量に進出し,同時に大都市圏の周辺部分として住宅地化も急速に進展した地域の労働市場は

サービス関連業種の増加を伴って複雑に拡大する.さらに,この地域では日本の製造業の高度

化を推進した研究開発などの先端的部門の立地集積が進展した｡このために必要とする工業従

業者の業務も生産工程従業者から研究 ･技術職へとかなり変ってきており,就業と通勤の形態

も変容している.大都市圏周辺部には日本経済を主導する大企業ばかりでなく,それらとも取

引関係を持っ中小企業も立地しているし,さまざまの第3次産業も集積する.

2地域労働市場の構成要因

わが国の経済地理学の地域労働市場に関する討論は,農村地域では展開されているのだが,

都市地域では充分でない.また近年の経済学が理論的に都市経済を考察するようになってきた

とはいえ,都市が持っ労働市場としての機能に注目した実態分析はない.例外的に上で述べた

地域労働市場論の論者を交えて雑誌 『都市問題』で特集が組まれた.その中で森 (1988)は,

大都市の労働市場の動向は求人倍率に端的に示されることなどを指摘した.また,日本の都市

にも外国人労働者が増加してきたが,社会学からは労働の国際移動に際してもパーソナルなネッ

トワークが重要であると指摘されている (広田1995).

都市の労働市場に関する理論的考察には,ハーシュ (1979)がある.そこでは労働市場は,

職業によって区別されると仮定しているが,市場は職業及び地理上の小市場からなるという.

確かに職業と地理的要因とは地域労働市場を規定する重要な要因ではあるが,そればかりでは

なく,第1表に示されるようにいくつかの要因によって規定されるだろう.大都市圏の労働市

場は,都市圏全体の雇用を考える場合と,郊外もしくはインナーエリアなど特定地区のそれを

考える場合で,内容は大きく異なる.また,労働行政は国と府県という2つの行政機構によっ

て形成されているので,職種によっては府県境などの行政区境界で異なった労働市場が形成さ

れているとみなしうるだろう.地域労働市場は対象となる労働の種頬によって固有の領域性が

ある.そして,職を求めて労働市場に参入する労働力が男性であるか女性であるかによっても,

異なった市場が形成されている.また,産業の種類によって必要とする労働力の質は異なって

いるし,技術者,事務担当者あるいは生産工程に従事する工場労働者など企業が必要とする労

働の種類によって異なる市場が形成されている.さらに需要側の企業規模によって市場の構造

は大きく異なる.経営規模の大きな大企業と中小企業の需要する労働力は異なるとみなしうる

(2)このような観点からの地域労働市場論には,以下の文献がある.伍賀 (1982),阿部 (1982),美崎

(1982),志村 (1985),大須 (1986), 中央大学経済研究所編 (1994).
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第1表 地域労働市場と地域消費市場の構成要因

地域労働市場 地域消費市場

1地理的要因

2性

3産業

4職業

5企業規模

1地理的要因

2性

3購買力

4業種 ･業態

5企業規模

1-5およびそれらの組合せ 1-5およびそれらの組合せ
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尾高 (1980)p.38を基に作成.

だろう.そして,第1表の個別的要因のそれぞれによって小市場が形成されているだけでなく,

個々の要因の組み合わせによっても作用しているとみなすべきだろう.こうした要因の総体が

大都市圏の労働市場を構成している.

地域の労働市場を考察するためには市場を構成する主体を特定しなければならない.すなわ

ち,市場に参加する需要側と供給側の主体にはどのような区別があるかを識別するべきである.

さらに,労働力の需要と供給が取り引きされる際のルールがどのようなものであるかを考慮す

る必要がある.それを検討する場合には,国民経済のレベルではルールの設定者としての中央

政府のみを検討すればよいのであるが,地域労働市場を検討の対象にするときには,府県とい

う地方政府も考慮する必要がある. この点,大都市圏の中心都市である政令指定都市は,都

市計画や福祉など17項目の事務が府県から移されているのだが,労働行政は委譲されていな

い.

ところで,市場概念は経済学分野でのみで議論されているわけではない.｢高揚｣ という概

念は経済学の独占物ではないのである.富永 (1995)によると,労働経済学,社会経済学それ

から社会的交換理論の発展が,市場の社会学的概念化を要求しているという.それは,企業規

模の拡大と組織形態の流動化にともなって ｢内部労働市場｣が形成され,組織が同時に市場で

もあるかのようにみなされるからである.また他方では,企業間の強固な下請関係は,市場の

中に延長されている組織であるともみなせる.富永は,このような事態の解明には経済学的ア

プローチのみでは充分ではないと主張している.この点,Peck(1992)は産業再編と地域労

働市場の政治的,社会的関係についての分析の必要性を強調した (3).

(3)Peckについてはこの他に次のような論文がある.Peck,∫.A.andMiyamachiY.(1994a),

Peck,∫.A.andMiyamachiY.(1994b),Peck,J.A.(1995).
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Ⅲ 地域消費市場について
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1地域消費市場の構成要因

特定地域の消費市場すなわち地域消費市場についても,地域労働市場の考察からの類推によっ

て,それを構成しているいくっかの要因を抽出しうるだろう.もちろん,労働と消費は社会的

にみても個人生活の観点からみても2つの異質な側面である.そして著しい特徴として,市場

の構造は,労働市場と消費市場とでは逆転していることを指摘しておかねばならない.すなわ

ち,地域労働市場では生活主体である労働者が労働力の売り手であり,企業はその買い手であ

る.これに対して地域の消費市場では企業が商品やサービスの売り手であって,消費者はさま

ざまの手段をっかって提供する企業の情報を元に選択を行い,判断して購入を決定する買い手

である.すなわち,2種類の異なる市場では売手と買手の関係が逆転している;この売り手と
l

買い手の違いは,2つの異なる市場を見るときには基本的な区別を要する.

個人にとって労働はより充実した個人生活の糧を生みだす行為であり,消費は生みだされた

富の一部を費やして次代の労働力を育てると同時に,日々の労働力を回復し,維持するための

行為である.地域労働市場は大都市圏内のさまざまの地点で生起している労働の需要者と労働

力提供者の間の雇用関係の成立や不成立,すなわち求職者の就職やあるいは退職行動を検討す

る.それは企業や他の社会的組織と個人との雇用関係の成立と解消を検討するのであって,あ

る個人が特定の企業に就職した後の勤労生活の内容を考察するのではない.これに対して,潤

費市場論では,消費主体としての生活者が大小さまざまの小売組織から商品やサービスを購入

する際の取り引き関係の内容を検討する.

このように,地域労働市場と地域消費市場は都市圏居住者の労働と消費という異質な側面に

光を当てているので,同じ要因がそれぞれの市場構造を規定する要因となるわけではない.し

かしながら,いくつかの要因については共通して市場構造を規定する要因になっていると考え

られる.消費市場には,労働市場とは異なって取り引きされる商品に関する情報の非対称性の

問題も大きい.また,この非対称性以外にも,消費市場について考える場合にはさまざまの要

因を考慮しなければならない.以前,生田 (1991)で大都市圏に住む消費者の行動について検

討した.そこでは買物行動の特徴を実態論的に整理したのだが,市場概念は充分には考慮して

いなかった.消費者の店舗選択行動の実態分析から出発して,産業活動と市民生活を含む地域

経済を包括的に検討をするためには,媒介概念としての地域消費市場に関する考察を省くこと

はできない.上記の検討ではこの点の考察が充分ではなかった.

ともあれ,この地域消費市場も労働市場と同じようにいくっかの要因によって規定されてい

ると考えられよう.第1表には消費市場の構成要因も示してある.第1項目の地理的要因につ

いては例えば,東京や大阪あるいは名古屋大都市圏などの大規模な経済地域では都心と郊外で
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は異なる消費市場が形成されているとみなしうるだろう.大都市圏における産業活動の外延的

拡大と郊外生活者の増加は現在もなお続いているが,こうした郊外諸地域について荒井 (1983)

は ｢郊外市場｣という巧みな表現を用いた.郊外市場の購買主体である居住者の特性について

は,成瀬 (1988)は次の4点を指摘した.すなわち,①供給される住宅が工業的大量生産時代

の産物であること,②世帯主の長時間通勤を前提として家族の生活時間の配分が行われること,

③共同消費 (学校,保健所,病院,公園)への依存性が高いこと,④女性は,勤労者である世

帯主とは異なって郊外でほとんどすべての時間を費やすので,全日制の住民としてコミュニティ

運動に参加し,郊外という地域社会では女性の役割が大きいこと,である.このような特徴を

持っ消費主体が,どのように意志決定をおこなって所与の商業環境の中で商品やサービスを調

達するかということを分析するのが郊外市場をめぐる考察では重要である.

そして,郊外市場という用語の対語を考えるならば,郊外市場よりもいっそう複雑であり,

狭い空間内で高密度に取り引きが行われている大都市圏の中心部分については,｢都心市場｣

と表現できるだろう.大規模で複雑な地域経済圏である今日の日本の大都市圏は,見方によっ

てはひとつの地域消費市場ととらえることもできるが,よりくわしく実態を把握し,地域整備

の方向および既存の商業 ･サービス業の今後を検討するためには,都心市場と郊外市場の特質

を区別して検討したほうがよいだろう.

すでに述べたように,男と女という性差によって社会的役割が異なることから購入する商品

やサービスの種類がかなり大きく異なり,異なる市場が形成されているとみなしうる.このた

め,第1表の地域消費市場の項に示すように男女という性の違いも要因となりうる.さらに,

地域の購買力が問題になる.ある市場地域の購買力がどの程度あるかということが市場に参入

する小売業の提供商品の種類や質を規定する.これには,一定の地域的範囲内の居住人口の量

やそれが増加傾向にあるか,それとも減少しているかなどにも大きく規定されるし,居住者の

所得水準も購買力を規定する.それから,食料品やその他の最寄品,そして買回品や高級品な

どの商品やサービスの種類によって異なる市場が形成される.同時に,対面販売を主力とする

小売店やあるいはさまざまに開発されつつある店舗形態によっても異なる市場が形成されてい

る.また,商店街を構成する小零細店舗や大規模小売店などの企業規模の相違によっても異な

る市場が形成されているとみなしうる.

地域消費市場の類似概念としては佐藤 (1995)の小売市場 (しじょう)論がある.そこでは,

市場を構成する要素を検討すると同時に,市場概念と小売企業側からの視点である商圏概念と

の違いが明らかにされている.そして,小売市場を構成する要因についても検討されているが,

それらは次の通りである.すなわち,①人口続計的諸要素,②心理的諸要素,③消費者行動的

諸要素,④消費者の寸-ケティング要素に対する感応度,⑤地理的諸要素,⑥流通政策および

法制度である.

多様な要因によって形成されている地域消費市場もしくは小売市場は,中小小売商対スーパー



58 季刊経済研究 第18巻 第2号

という小売店舗形態間の競争やコンビニエンス店の拡大を支える流通技術の革新,それから企

業行動を規制する諸制度の変化,さらに,消費者心理の変化によっても異なったものとなる.

消費市場の構成主体は主に小売企業と消費者であるが,運輸や製造業者などの参入による通信

販売の拡大,それから消費者の組織化による流通機能の創出,すなわち生協店舗の拡大などに

よっても地域消費市場は変化する. ′

ところで,この消費者の組織化には2つの全く異なる側面があることに注意したい.生協運

動の拡大は,第一次石油ショックを契機として,東京大都市圏の消費者が自己組織化すること

を直接の契機として全国へと拡大したこそして,ヨーロッパの生協運動が情報化投資などを続

けた民間流通企業との競争に敗れて衰退していったのとは対照的に,1980年代以降も組合員

数を拡大して成長してきた.他方,このような消費者の主体的な組織化とは逆に,大規模な小

売企業や製造業からの消費者の組織化もある.それは ｢消費者の系列化｣とも呼ばれるが,特

定の大企業が多数の消費者を自社の顧客としてより強く結びつけておくために-ウスカードや

友の会組織を編成して組織化することがある (小島他1966).最少努力の欲求が消費者の買い

物行動を規定すると同時に,商品の品質に対する信頼度や習慣なども購買決定の主要な要因で

あり,企業はこれらを最大限に利用して消費者を引き付けようとする.この場合,直接商品を

消費者に提供する小売企業と,製造業という2種類の企業を識別しておくべきであるが,地域

市場について検討するときには百貨店や大手スーパーなどの小売企業が主な考察の対象となろ

う.

企業と消費者の関係については,日本経済の成長それ自体が生活者としての人々の生活の犠

牲の上に成長してきたのであって,生産偏重の経済システムが社会全体を呑み込むような日本

のありようを変化させる必要があるとする主張もある(4).そこでは生活者の資産形成の立ち

遅れがもっとも大きな問題であると指摘されている.これらの課題は地域消費市場論の射程の

中には含まれない,国民経済のレベルでの企業と生活者の関係をめぐる課題である.しかしな

がら例えば,地方都市や大都市圏の一部地域で,民間交通が同時に小売部門でも強大な市場支

配力を実現し,日常交通と消費活動の双方に大きな影響力を持っようになって地域独占ともい

われるような経済状況がみられる場合には,上の企業と消費者の関係についての指摘は無関係

ではなくなる.

高度経済成長期以降の大量生産方式の拡大と相次ぐ消費ブームの過程で巨大流通企業が成長

し,家電製品や規格食品などの工場生産による全国市場が急速に拡大した.これにともなって

地方圏内の地域経済循環は縮小し,地方市場すなわちローカル市場は急速に縮小して行った.

ただし,いわゆる地方中核都市などを中心とする地方レベルの独自な地域経済循環が消滅した

わけではないし,近年はこうした地域経済のありようが生活レベルから見直されている.先進

国段階の生活水準を達成した日本の地域経済は,地域間分業の追求と同時に地域資源の活用を

(4)内橋克人 ｢ぜい弱な消費市場変えよ｣日本経済新聞1994年 1月12日
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再考しようとしているだけでなく,ローカル市場をも見直しつつある.近年の経済地理学では,

世界都市のローカリティを検討する議論もなされるようになってきたが,ローカル市場の見直

しも重要である. このような見方は,思想的には地域主義の考え方へとつながっている.

2都市圏生活と中心都市

技術革新によって人々の日常的な空間行動領域が拡大しているとはいえ,身近な日常生活圏

の役割は,それほど急極には低下しない.都市に居住する市民生活の特徴は,宮本 (1990)に

よると①集住,②商品消費,③社会的共同消費 (上下水道,ゴミ処理,交通手段など)である

が,それに加えて大都市圏の場合には都市生活にも地域的な限定性があることに注目すべきで

ある.それは,大都市圏の空間領域が拡大し,巨大都市圏になるほど,そこにすむ人々は都市

圏全体を生活圏として利用しなくなることによって明らかである.大都市圏内に住む市民は居

住地と就業地を中心とした強い地域的限定性があるといわねばならない.もちろん,この地域

的限定性は徐々に拡大しているのであるが,その拡大の速度よりもはるかに大きなスピードで

都市圏が巨大化してきたのである.かつて,居住立地論では,特定の職業によっては住む場所

が都市内の特定の場所に限定されることを検討した.これから頬推すると,生活それ自体にも

居住地を中心とした限定性があるといえよう.

上記の3つの都市的生活様式に加えて,今日の日本の都市社会は社会的共同消費の枠を越え

て,消費生活協同組合の拡大など商品消費の領域にまで共同生活形態が拡大してきた.特に大

都市圏の郊外ではこの傾向が強い.郊外では小売企業の増加が居住人口の増加に追い付かなかっ

たので,共同消費形態が市民の間から拡大したともいえる.生活協同組合の拡大には政府も一

定の寄与をした.中心都市でも店頭での小売活動以外にさまざまの流通形態が形成されている.

通信販売の拡大がその典型例である.また,生活協同組合も一定程度拡大したが,郊外諸地域

での活動に比べると盛んではない.というのは,中心都市の商業集積活動は郊外よりも相当高

密度であるために商品の価格や品質に関する競争が激しく,生協が新規に参入する余地が小さ

いからである.

大阪圏でも東京圏と同じように単身者,高齢者の増加による世帯規模の縮小が進行している.

地域人口の減少と人口の高齢化は,地域市場の大きな変質であり,小売側も変化せざるを得な

い▲第1表の構成要因に促してみるならば,地域の購買力の減少ということになろう.近年,

大阪市のみならず京都市でも人口が減少し始めたが,中心都市の周辺地域でも人口減少がはじ

まった.神戸市では阪神大震災によって､人口が急減した.国勢調査によると,1980年から85

年にかけて,大阪市およびその隣接都市の範囲では大阪市のみが人口の減少をきたし,その他

の都市はわずかの人口増加であったが,いずれも増加した.しかし,1985年から90年にかけ

(5)1985年から90年にかけて大阪市の周辺人口都市で人口が減少したのは,次の都市である.豊中,

吹田卜守口,寝屋川,四条畷,東大阪,堺,松原,高石
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て状況は変化し,大坂市のみならずかなりの隣接市で人口の減少がはじまった(5). もし,一上

の動向が今後も継続するならば,これまで大阪市市域のみで考えできた都市圏中心都市という

概念は改めるべき時期にきているかもしれない.

Ⅳ おわりにかえて

市場構造の再編は-労働および消費市場に参加する主体間取り引き関係の変化を意味してい

る.これに対して,産業構造の再編は,企業対労働者および消費者の取り引き関係の変化によっ

てもたらされた産業全体の変化を述べるものである.市場再編は公的部門の介入を媒介としつ

つ,産業構造の変化をもたらす｣

地域経済はさまざまの産業活動と生活者から構成されている.そして,地域に集積する経済

活動ばかりでなく,生活し就労す･る地域住民を含めると地域経済の固有性は一層高まる.とり

わけ大阪圏は,東京圏に比べると地方からの流入数も相対的に少なく,大庭圏を含む関西経済

圏は社会文化的に固有の価値観を持っている (池上1994).大阪圏でも,五全総へ向けた検討

形成をめざすべきだろう.もちろん,生活の安定的な発展のためには地域経済を成立させる基

盤産業の育成を行わ･なければならない.高度成長期に重化学工業にかたむきすぎた大阪圏の産

業構造は,徐々に変化しっつある.その中で市民生活との関連で注目すべきなのは,円高の進

展による企業の海外進出と情報技術の革新,必需的な消費財の生産過剰などを契機とする産業

構造の変化であり,経済のソフト化とサービス化である.また,それをもたらす過程としての

市場構造の変化がある.

市場の変化を契機として進展する産業構造の変化は,2つの経路で市民生活に影響を与える.

ひとつは空間的な影響である.こ産業構造の変化が大阪圏内の地域的構造の再編をもたらすこと

によってi市民生活が変化して行くという連関である.もうひとつは,非空間的な連関つまり

社会的連関であって,例えば産業の高度化が就業構造を変化させるという脈絡が典型的である.

これによっ■て市民生活のありようもまた変化する.

大阪圏の地域構造再編は,次の3局面があるように思われる.①都市圏中心都市めインナーシ

ティ問題,②大阪湾ベイエリアの産業鹿造再編,③内陸山間部の新都市建設である.第3番目

の新都市開発が関西の産業構造高度化を政策的に推進めるための基盤投資として先行している.

そして,東大阪や尼崎などの中小工場の集積地区の振興問題や,店舗数の減少が続く商店街と

公設市場の再編も大きな課題である.

大阪圏は,労働市場も消費市場も3つの中心都市に分散立地しているという特徴がある.た

だし,専門性の高い部門の多くは両方とも大阪に集中する.大都市圏の地域的構成は,中心都

市と郊外という2つの異質の経済地域から構成されているが,大阪圏の特徴は中心都市が3つ
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あることと,独自の政治経済的機能を果たす県庁所在都市が近接立地している･ことで奉る.そ

して,経済活動の相違とならんで中心都市と郊外との居住者特性の違いは大きいものがある.

大阪圏は大規模な経済地域であり,府県をいくつもまたがった嶺域で一体的に機能している.

同様な経済活動を営む等質地域では,自治体の行政区画とはあまり関係なく変化を受ける.例

えば大阪湾臨海部の産業構造変化は府県を越えて同時的に進行しているし,住工混在地区でも

都市を境界には関係なく変化している.しかしながら,地域の産業経済の変化に対応するため

には,地域経済のオーガナイザーとしての自治体の役割は小さくはない.労働と消費の経済地

理学を考えようとする際には地域市場を媒介概念として,企業,生活者そして地域経済の組織

者である府県および都市自治体をまじえた考察が望まれる.
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